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利根川水系図（出典：国土交通省の資料）

八斗島（治水基準点）

関宿（分派点）

江戸川

本件スーパー堤防地区
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利根川水系の河川整備基本方針と河川整備計画

1997年の河川法により、河川整備基本方針と河川整備計画を定め

ることになった。

利根川水系

利根川水系河川整備基本方針 2006年2月策定

河川整備の長期的な目標を定める。

治水安全度の目標 1/200（200年に1回の洪水）

利根川水系利根川・江戸川河川整備計画 2013年5月策定

（利根川本川と江戸川についての整備計画）

今後30年間に行う河川整備の事業計画を定める。

治水安全度の目標 1/70～1/80（70～80年に1回の洪水）



八斗島地点の目標流量

・利根川水系河川整備基本方針

治水安全度の目標 1/200

基本高水流量（上流ダム群の調節量5,500㎥/秒を含む）

22,000㎥/秒

計画高水流量（河道の目標流量）

16,500㎥/秒

・利根川・江戸川河川整備計画

治水安全度の目標 1/70～1/80

目標流量（上流ダム群の調節量3,000㎥/秒を含む）

17,000㎥/秒

河道目標流量

14,000㎥/秒 3



利根川・江戸川河川整備計画（2013年5月策定）
（治水安全度の目標 1/70～1/80）
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江戸川（旧江戸川分派点より上流）

河道目標流量 5,000㎥／秒

〔注〕上図の流下能力は計画高水位での流下能力を示し、左岸・右岸の堤防の高さと
幅は考慮されていない。
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（意見書（2017年7月24日） 図２）

江戸川右岸の流下能力（2012年度測量）

本件スーパー堤防地区13.1㎞
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（意見書（2017年7月24日） 図１）

江戸川左岸の流下能力（2012年度測量）



北小岩一丁目スーパー堤防
の費用対効果

Ｂ/Ｃ 1.4

7



（乙16 Ｈ２４ 江戸川堤防整備推進方策検討業務報告書）
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（乙16 Ｈ２４ 江戸川堤防整備推進
方策検討業務報告書）

洪水の確率規模は1/200、
1/300、1/500、1/1000
を設定

洪水は種々の降雨パター
ンがあるので、過去の大き
な洪水、８洪水を取り上げ
て、所定の確率規模に引
き伸ばし。

八斗島の引き伸ばし後の
流量変化（1/200）
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本件スーパー堤防の事業を実施しない場合と実施した場合の被害額の計算結果

10

（乙16 Ｈ２４ 江戸川
堤防整備推進方策検討
業務報告書）



本件スーパー堤防の事業を実施しない場合と実施した場合の被害額の計算結果
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（乙16 Ｈ２４ 江戸川
堤防整備推進方策検討
業務報告書）



（意見書（2017年7月24日） 表1）
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国交省の計算では本件スー

パー堤防地区は、上流で溢

れないという前提でも、

1/200洪水で越水がない。

実際には流下能力が低い上

流部で溢れるから、本件地

区の安全度は極めて高い。

1/200 1/300 1/500 1/1000

S22.9 なし 有 有 有

S23.9 なし 有 有 有

S24.8 なし 有 有 有

S33.9 なし なし なし 有

S34.8 なし 有 有 有

S57.7 なし 有 有 有

S57.9 なし 有 有 有

H10.9 なし なし なし 有

（乙16号証 表4.2.6および表4.2.7から作成）

洪

水

名

国交省の計算による

本件スーパー堤防地区の越水の有無

（事業を実施しない場合）

確率規模
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（意見書（2017年7月24日） 図８）

本件スーパー堤防地区

ゼロメートル地帯

地盤高が東京湾の満潮面
（Ａ.Ｐ.2.0ｍ）より低い地帯
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見直し後のスーパー堤防の整備計画

江戸川、荒川、多摩川、淀川、大和川の5河川の下流部で
約119㎞の高規格堤防を整備する。
（江戸川下流部は約22㎞を整備する。）

（国交省の開示資料より）

（意見書（2016年5月25日） 表２）
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江戸川下流部のスーパー堤防計画 約22㎞

右岸 約13㎞ 左岸 約9㎞

篠崎公園地区
（計画中）

（意見書（2017年7月24日） 図９）
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江戸川下流部の高規格堤防で完成済み箇所（国交省の開示資料）

計画区間 延べ 約22 ｋｍ
（右岸JR京葉線橋梁付近～水元公園付近（県境付近））
（左岸JR京葉線橋梁付近～市川市国府台付近）

で完成済みの箇所

整備延長
市川三丁目地区（市川市） 90ｍ
市川南地区（市川市） 200ｍ
高谷地区（市川市） 50ｍ
東金町地区（葛飾区） 200ｍ
柴又公園地区（葛飾区） 90ｍ
妙典地区（市川市） 1,100ｍ
北小岩一丁目地区（江戸川区） 120ｍ

計 1,850ｍ → 進捗率 8.4％

（意見書（2017年7月24日） 13ページより）
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会計検査院は平成24年１月に
「大規模な治水事業（ダム、放水路・導水路等）に関する会計検査の
結果について」を公表。

江戸川の妙典地区は、平成４年度に事業着手し、１０年度に基本断面が完成したと
して完成地区とされ、完成延長は１，１００ｍであるとされている。

しかし、下図 のとおり、基本断面が完成しているのは２９０ｍであり、残りの８１０ｍ

は地下鉄の車両基地部分について盛土が行われておらず、また、このうち７００ｍは、
通常堤防と接していないため断面の拡幅が行われておらず、堤防強化効果を発現し
得ない状況となっていた。

江戸川・妙典地区（完成地区）

川側

市街地

（意見書（2016年5月25日） 図３）
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江戸川下流部の高規格堤防で完成済み箇所（国交省の開示資料）

計画区間 延べ 約22 ｋｍ
（右岸JR京葉線橋梁付近～水元公園付近（県境付近））
（左岸JR京葉線橋梁付近～市川市国府台付近）

で完成済みの箇所
整備延長 (基本断面形状の確保区間）

市川三丁目地区（市川市） 90ｍ （ 0ｍ）
市川南地区（市川市） 200ｍ （180ｍ）
高谷地区（市川市） 50ｍ （ 0ｍ）
東金町地区（葛飾区） 200ｍ （ 40ｍ）
柴又公園地区（葛飾区） 90ｍ （ 0ｍ）
妙典地区（市川市） 1,100ｍ （290ｍ）
北小岩一丁目地区(江戸川区） 120ｍ （120ｍ）

計 1,850ｍ （630ｍ）

整備率 630ｍ÷22ｋｍ＝2.9％

（意見書（2017年7月24日） 13ページより）
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江戸川下流部のスーパー堤防整備の必要年数

江戸川下流部は20年以上前からスーパー堤防事業が

始まっている。

（妙典地区は1992年度から、柴又公園地区1989年度から）

20年経過して、整備率が2.9％とすれば

22㎞の整備を終えるためには、20年÷0.029 ＝ 約690年



江戸川・荒川・多摩川・淀川・大和川下流部のスーパー堤防整備
の必要年数

計画区間 118.967ｋｍ
実際に完成した高規格堤防 3.475ｋｍ

（1：30の基本断面形状の確保区間）
進捗率 3.475ｋｍ÷ 118.967ｋｍ ＝2.9％

事業開始後20年経過して、整備率が2.9％とすれば、
約119㎞の整備を終えるための年数は
20年÷0.029 ＝約690年

（出典：意見書（2016年5月25日）資料１、
２および甲108-2号証、甲109-2号証）

高規格堤防の整備進捗状況と今後の見通し

計画区間 m 整備済み区間　ｍ 1：30の基本断面形状確保区間　ｍ

江戸川 整備区間 22,043 1,850 630

荒川 整備区間 51,899 7,360 910

多摩川 整備区間 15,322 2,820 1,855

淀川 整備区間 22,796 1,310 80

大和川 整備区間 6,906 0 0

整備区間 118,967 13,340 3,475

進捗率 - 11.2% 2.9%

5河川の
計

20
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国土交通省水管理・国土保全局の治水課への文書質問「江戸川下流
部延べ22ｋｍの高規格堤防を今後、どのようなスケジュールで整備して
いくのか、具体的な実施計画を明らかにされたい」への回答

高規格堤防の整備時期について
（国交省治水課の回答 2015年8月27日）

〇 高規格堤防は、基本的には用地を買収することなく、区画整
理や再開発などのまちづくり事業と共同で実施することを原則とし
ており、事業を円滑に進めるためには、都市の再開発などと一緒
に進める必要があり、そのような機会を捉えて事業を実施してい
ます。

○ このため、事業の実施に当たっては、都市の再開発事業等の
スケジュールに合わせる必要があり、河川管理者が独自に整備
時期を決められないことから、高規格堤防の今後のスケジュール
や実施計画をお示しすることは困難です。

（意見書（2016年5月25日） 資料１）



スーパー堤防の整備費用
北小岩一丁目スーパー堤防 整備距離120メートル

① 北小岩一丁目東部地区土地区画整理事業の事業費
（江戸川区）
事業計画（第３回変更） 平成29年2月14日

51.01億円（国土交通省の負担金を含む）
② 江戸川高規格堤防整備事業（北小岩一丁目地区）の事業費

（国土交通省関東地方整備局）
再評価 平成25年5月9日

30.01億円（家屋移転の補償費17.16億円を含む）

上記②のうち、家屋移転の補償費は①と重複しているので、それを除くと、
当地区の総事業費は51.01＋30.01－17.16＝63.86億円となる。
ただし、②はその後、増額されている可能性がある。

したがって、北小岩一丁目スーパー堤防の整備単価は１ｍあたり
63.86億円÷120ｍ ＝約5300万円

この整備単価を使うと、江戸川の未整備区間 約20ｋｍの整備費用は
5300万円/ｍ ×20ｋｍ ＝ 1.06兆円 22

（甲110号証）

（甲111号証）
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耐越水堤防をめぐる経過

（石崎勝義・元建設省土木研究所次長

『消されかかっている越水堤防』より）

昭和40年代、新潟県の加治川や静

岡県の巴川の水害を経験した建設省

は、建設省土木研究所長の福岡正巳

所長による「河川堤防強化による新治

水方式」（1970年）の提唱を機に、土木

研究所に堤防を越水に耐えられるよう

にする技術の調査・研究を依頼し、

1975年から1984年にかけて調査・研究

が進められた。

（意見書（2016年5月25日） 12ページ、資料9）



耐越水堤防（フロンティア堤防・アーマーレビー（鎧型堤防））の実施例
（施工開始時期 1988～1998年度）

建設省土木研究所での耐越水堤防に関する実験結果を踏まえて、一級水系の河川で、
フロンティア堤防、アーマーレビーの施工が1980年代の後半から実施されるようになった。

フロンティア堤防 〔注〕フロンティア堤防とアーマーレビーの差はなく、次第にフロンティア堤防
の名称に統一されるようになった。

（国土交通省の資料 2016年9月9日）

24

（意見書（2017年7月24日） 資料４）
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建設省が2000年3月に「河川堤防設計指針(第3稿)」を発行し、同年6月
１日に全国の関係機関に通知。

「河川堤防設計指針（第３稿）」

第１章 総説

第２章 堤防の整備および設計の考え方

第３章 堤防等現況調査

第４章 浸透に対する堤防の設計

第５章 侵食に対する堤防の設計

第６章 越水に対する難破堤堤防の設計

第７章 地震に対する堤防の設計

第８章 構造物周辺の堤防の整備（構造

物：水門、樋門）

（意見書（2017年7月24日） 17ページ、資料５）
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「河川堤防設計指針(第３稿)」
第６章 越水に対する難破堤堤防の設計

川裏法面を連接ブロック
と遮水シートなどで保護

（意見書（2017年7月24日） 資料５）



石崎勝義氏（元・建設省土木研究所次長）提案の
「耐越水堤防」（減勢フトンカゴ）

堤防高さ６㍍の場合
布団かご（５０㎝厚） 合算延長１６㍍ 堤防縦断方向１㍍当たり ２０万円
吸い出し防止マット（１０㎝） 同上 ２０㍍ 同上 ４０万円
合計 ６０万円

27

（意見書（2016年5月25日） 図８）



「耐越水堤防」の退場

2002年7月12日 河川局治水課長から北海道開発局河川計画課長、各

地方整備局河川部長あて「河川堤防の設計について」を通達。

同日付けで、治水課河川整備調整官から各地方整備局河川調査官

等へ、2000年6月1日付け流域治水調整官事務連絡｢河川堤防設計指

針(第3稿)｣は 廃止する旨を通知した。

代わって通知された「河川堤防設計指針 2002年7月12日」は耐越水

堤防に関する記述が一切消えていた。

28
（意見書（2017年7月24日） 17ページ）
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2001年12月9日 潮谷義子・熊本県知事の意向で開催
（意見書（2017年7月24日） 資料6）



2001年12月9日 第1回住民討論集会
住民側は情報公開請求による開示資料を基に、「フロンティア堤防計画を
実施すれば、八代地区で球磨川は氾濫せず、川辺川ダムは不要」と指摘。
■国土交通省
「確かに、八代地区だけをみれば、八代だけであれば、あと70億円で、八
代の皆様だけは、80年に一度の洪水に対して、安全に暮らせるかもしれま
せん。」
「強化堤防の整備、八代萩原地区ということで、今現在の堤防よりもさらに
断面積を膨らまして、堤防を強化するという事業でございまして、これは八
代工事事務所のほうで、今年度から実施することとしている、ということで
ございます。」

2002年度
◆「事業概要やつしろ」から、「萩原堤」「フロンティア堤防」「強化堤防」の記
述が一切消える。

30（「子守唄の里・五木を育む清流川辺川を守る県民の会」のＨＰより）

川辺川ダムを考える住民大集会
（意見書（2017年7月24日） 資料７）



質問

江戸川・荒川・多摩川・淀川・大和川の下流部119ｋｍ以外の河
川について耐越水堤防へ強化する計画、見通しを示されたい。

回答

○ 堤防強化に関する技術開発が各方面で実施されているとこ
ろですが、現在の技術レベルでは高規格堤防以外に越水に耐
えられる構造は確立されていません。

○ したがって、現時点では、高規格堤防以外の区間の耐越水
堤防の計画はありません。

スーパー堤防以外の耐越水堤防について
（国交省治水課の回答 2015年8月27日）

31

（意見書（2016年5月25日） 資料10）



2015年9月10日鬼怒川水害の21km地点の決壊

32

洪水が堤防を約20ｃｍ越流して決壊を引き起こし、最終的に決壊幅が約200mに広がった。

（出典：国土交通省国土技術政策総合研究所の被害調査報告（平成27年10月26日））
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本件スーパー堤防地区の安全性

〇 本件スーパー堤防地区は、河川整備計画によって今後30年間

の河川整備で達成する1/70～1/80の治水安全度がすでに確保され

ている。

〇 国交省の計算では本件地区は、上流で溢れないという前提で

も、河川整備基本方針の治水安全度の長期目標1/200の洪水で越

水がない。

〇 実際には治水安全度が低い上流部で溢れるから、もっと大き

な洪水でも本件地区で越水がないことは確実であり、本件地区の

安全度は非常に高い。


